
 

大阪市空家等対策協議会運営要綱 

 

大阪市空家等対策協議会 

 

（目的） 

第１条 この要綱は、空家等対策の推進に関する特別措置法（平成26年法律第

127号）第８条第３項の規定に基づき、大阪市空家等対策協議会（以下「協議

会」という。）の運営に関して必要な事項を定めるものとする。 

（会長等） 

第２条 協議会に会長を置き、市長をもって充てる。 

２ 会長は、協議会を代表し、議事その他の会務を総理する。 

３ 協議会に会長代理を置き、委員のうちから会長が指名する。 

４ 会長代理は、会長を補佐し、会長に事故があるときは、その職務を代理す

る。 

（会議） 

第３条 協議会の会議は、会長が招集し、会長がその議長となる。 

２ 会長がやむを得ない理由により会議を欠席するときは、会長代理が会議の

議長となる。 

３ 協議会は、委員の半数以上が出席しなければ、会議を開くことができない。 

４ 協議会の議事は、出席委員（会長を含む。）の過半数で決し、可否同数のと

きは、議長の決するところによる。 

（関係者の出席） 

第４条 協議会は、必要があると認めるときは、関係者の出席を求め、その意

見を聴くことができる。 

（専門部会） 

第５条 協議会に、特定空家等及びその他の事項に関する協議を行うため、専

門部会を置く。 

２ 専門部会は、会長が指名する委員で組織する。 

３ 専門部会に部会長を置き、当該部会に属する委員のうちから会長が指名す

る。 

４ 部会長は、専門部会を代表し、議事その他の会務を総理する。 

５ 部会長に事故があるときは、あらかじめ部会長の指名する委員がその職務

を代理する。 

６ 協議会は、次条第３項の規定により専門部会の議事が決されたときは、当

該決議をもって協議会の決議とすることができる。 

（専門部会の運営） 

第６条 専門部会の会議は、部会長が招集し、部会長がその議長となる。 



 

２ 専門部会は、当該部会に属する委員の半数以上が出席しなければ、会議を

開くことができない。 

３ 専門部会の議事は、出席委員の過半数で決し、可否同数のときは、議長の

決するところによる。 

４ 専門部会は、必要があると認めるときは、関係者の出席を求め、その意見

を聴くことができる。 

（ウェブ会議の方法による会議の開催等） 

第７条 会長又は部会長（以下「会長等」という。）が必要と認めるときは、協

議会又は専門部会の会議（以下「協議会等の会議」という。）をウェブ会議の

方法（インターネットを通じて、委員の間で相互に映像及び音声の送受信、

資料の共有等を行う方法をいう。以下同じ。）により開催するものとする。 

２ 前項に定めるもののほか、協議会又は専門部会の委員は、会長等の承認を

得て、ウェブ会議の方法で協議会等の会議に参加することができる。この場

合において、当該委員は、ウェブ会議の方法による会議への参加をもって協

議会の会議に出席したものとみなすものとする。 

（会議の公開） 

第８条 協議会等の会議は、公開するものとする。ただし、審議会が公開する

ことが適当でないと認める事項の調査審議をするとき又は会議を公開するこ

とにより円滑な議事運営が著しく阻害され協議の目的が達成できないと認め

られるときは、この限りではない。 

２ 協議会等の会議の公開は、会議の傍聴を認めることにより行う。ただし、

前条第１項の規定によりウェブ会議の方法により行う会議の公開は、指定し

た場所においてインターネットを通じて会議を視聴することを認めることに

より行う。 

（補則） 

第９条 この要綱に定めるもののほか空家等対策協議会の運営に関し必要な事

項は、会長が定める。 

   

   附 則 

 この要綱は、平成28年２月２日から施行する。 

   附 則 

 この要綱は、令和２年12月23日から施行する。 

   附 則 

 この要綱は、令和６年12月23日から施行する。 

 


